
○浦添市情報公開条例施行規則 

平成12年３月31日 

規則第19号 

改正 平成15年３月31日規則第９号 

平成17年３月29日規則第11号 

平成18年３月31日規則第９号 

平成19年３月26日規則第10号 

平成25年３月27日規則第14号 

平成27年３月31日規則第20号 

平成28年３月31日規則第34号 

平成30年１月９日規則第１号 

令和元年６月26日規則第４号 

注 平成27年３月から改正経過を注記した。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、浦添市情報公開条例（平成11年条例第16号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

（公文書公開請求書） 

第３条 条例第６条第１項の書面は、公文書公開請求書（様式第１号）とする。 

（公文書公開決定通知書等） 

第４条 条例第９条第１項又は第２項に規定する書面は、次の各号に掲げる場合に応

じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例第９条第１項の規定により公文書の全部を公開する旨の決定をしたとき 

公文書公開決定通知書（様式第２号） 

(2) 条例第９条第１項の規定により公文書の一部を公開する旨の決定をしたとき 

公文書一部公開決定通知書（様式第３号） 

(3) 条例第９条第２項の規定により公文書の全部を公開しない旨の決定をしたと

き 公文書非公開決定通知書（様式第４号） 

(4) 条例第９条第２項の規定により公文書を保有していないことにより請求を拒

否する旨の決定をしたとき 公文書不存在による請求拒否決定通知書（様式第５

号） 

(5) 条例第８条の２の規定により公文書の存否を明らかにしないで請求を拒否す



る旨の決定をしたとき 公文書存否応答拒否決定通知書（様式第５号の２） 

２ 条例第10条第２項の書面は、公文書公開決定期間延長通知書（様式第６号）とす

る。 

３ 条例第11条の書面は、公文書公開決定期間特例延長通知書（様式第７号）とする。 

（平28規則34・平30規則１・一部改正） 

（第三者情報に係る意見聴取等） 

第５条 条例第12条第１項に規定する通知は、口頭又は第三者情報が記録されている

公文書の公開請求に関する通知書（様式第８号）により行う。 

２ 条例第12条第１項に規定する意見聴取は、第三者情報が記録されている公文書の

公開請求に関する意見書（様式第９号）により行う。 

３ 条例第12条第２項の書面は、第三者情報が記録されている公文書の公益理由によ

る公開通知書（様式第10号）とする。 

４ 条例第12条第２項に規定する意見聴取は、第三者情報が記録されている公文書の

公益理由による公開に関する意見書（様式第11号）とする。 

５ 条例第12条第３項の書面は、反対意見書の提出を受けた公文書の公開通知書（様

式第12号）とする。 

（公文書の公開の実施等） 

第６条 条例第13条第２項の文書又は図画及び条例第20条の４第１項の意見書又は資

料の閲覧又は写しの交付は、実施機関が指定する日時及び場所において行うものと

する。 

２ 前項の場合において、公文書を閲覧する者は、当該公文書を汚損し、又は破損す

ることがないよう丁寧に取り扱わなければならない。 

３ 市長は、前項の規定に反するおそれがある者に対し、公文書の閲覧を禁止し、又

は中止させることができる。 

４ 公文書の公開を行う場合において、公文書の写しを交付するときの部数は、公開

の請求があった公文書１件につき１部とする。 

５ 条例第13条第２項及び第20条の４第１項に規定する規則で定める方法は、別表第

１のとおりとする。 

（平28規則34・一部改正） 

（費用の納入） 

第７条 条例第15条第２項に規定する公文書の写し並びに条例第20条の４第４項の意

見書又は資料の写しの作成及び送付に要する費用は、別表第２のとおりとする。 

２ 前項に規定する費用は、前納とする。ただし、市長が特別の理由があると認める



ときは、この限りでない。 

（平28規則34・一部改正） 

（審査会への諮問の方法） 

第８条 条例第17条第１項の規定による審査会への諮問は、次に掲げる資料を添付し

て行うものとする。 

(1) 審査請求書の写し 

(2) 公文書公開請求書の写し 

(3) 公文書非公開決定通知書、公文書一部公開決定通知書、公文書不存在による請

求拒否決定通知書又は公文書存否応答拒否決定通知書の写し 

(4) その他審査の参考となる資料 

（平28規則34・平30規則１・一部改正） 

（諮問の通知） 

第９条 条例第17条第２項に規定する通知は、公文書公開審査請求に係る諮問をした

旨の通知書（様式第13号）により行う。 

（平28規則34・平30規則１・一部改正） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等の通知） 

第10条 条例第18条において準用する条例第12条第３項の書面は、第三者からの審査

請求を棄却する場合等における公文書の公開通知書（様式第14号）とする。 

（平28規則34・一部改正） 

（情報公表の方法） 

第11条 条例第25条第２項の公表の方法は、市政情報センターにおける備付けその他

の方法による。 

（規則で定める出資法人） 

第12条 条例第26条第１項の出資法人は、市が当該法人の資本金、基本金その他これ

らに準ずるものの全額を出資している法人とする。 

（公文書目録等） 

第13条 課（課相当の組織を含む。）の長は、条例第25条の規定により作成した次に

掲げる公文書の目録及び公文書の検索に必要な資料（以下「公文書目録等」という。）

を備え置き、その１部を総務課に送付するものとする。 

(1) ファイル管理表 

(2) その他市長が別に定める公文書目録等 

２ 前項の規定により送付をうけた公文書目録等は、総務課に備え置くものとする。 

（平27規則20・平30規則１・一部改正） 



（運用状況の公表） 

第14条 条例第29条の規定による運用状況の公表は、市が発行する広報紙に掲載する

ことにより、次の各号に掲げる事項について、５月末日までに行うものとする。 

(1) 市政情報の公開の請求の状況 

(2) 市政情報の公開決定、一部公開決定及び非公開決定の状況 

(3) 審査請求の状況 

(4) その他実施機関が必要と認める事項 

（平28規則34・一部改正） 

（事務委任） 

第15条 市長以外の実施機関は、次の各号に掲げる事務を市長に委任する。 

(1) 公開請求の受付に関すること。 

(2) 公開決定等に係る通知の送付に関すること。 

(3) 公文書の公開の実施に関すること。 

(4) 公文書の写しの作成及び送付に要する費用の徴収に関すること。 

(5) 公開決定等に対する審査請求の受付及び当該審査請求に対する裁決の通知の

送付に関すること。 

（平28規則34・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（浦添市情報公開及び個人情報保護制度審議会規則の廃止） 

２ 浦添市情報公開及び個人情報保護制度審議会規則（平成10年規則第27号）は、廃

止する。 

附 則（平成15年３月31日規則第９号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月29日規則第11号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月31日規則第９号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月26日規則第10号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月27日規則第14号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 



附 則（平成27年３月31日規則第20号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第34号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年１月９日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年６月26日規則第４号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

別表第１（第６条関係） 

公文書の種類 公開の実施の方法 

１ 文書又は図画（２の項から４の項

までのいずれかに該当するものを

除く。） 

閲覧 

写真撮影し印画紙に印画したものの閲覧 

複写機により複写したものの交付 

写真撮影し印画紙に印画したものの交付 

２ マイクロフィルム 用紙に印刷したものの閲覧 

専用機器により映写したものの閲覧 

用紙に印刷したものの交付 

３ 写真フィルム 印画紙に印画したものの閲覧 

印画紙に印画したものの交付 

４ スライド 専用機器により映写したものの閲覧 

印画紙に印画したものの交付 

５ 映画フィルム 専用機器により映写したものの視聴 

ビデオカセットテープに複写したものの交付 

６ 録音テープ又は録音ディスク 専用機器により再生したものの聴取 

録音カセットテープに複写したものの交付 

７ ビデオテープ又は録画ディスク 専用機器により再生したものの視聴 

ビデオカセットテープに複写したものの交付 

８ 電磁的記録（５の項から７の項ま

でに該当するものを除く。） 

用紙に出力したものの閲覧 

専用機器により再生したものの閲覧又は視聴 

用紙に出力したものの交付 

フレキシブルディスクカートリッジ（3.5イン

チFD(2HD)）に複写したものの交付 



光ディスク（CD―R）に複写したものの交付 

幅12.7ミリメートルの磁気テープカートリッ

ジに複写したものの交付 

幅８ミリメートルの磁気テープカートリッジ

に複写したものの交付 

別表第２（第７条関係） 

（令元規則４・一部改正） 

区分 金額 

写しの作成に要す

る費用の額 

日本産業規格A列３版若しくは４版又はB列４版若し

くは５版の用紙を用いた場合 

白黒 

１枚10円 

カラー 

１枚50円 

その他の場合 実費相当額 

写しの送付に要する費用の額 実費相当額 

備考 

１ 用紙の両面に印刷された写しを作成する場合については、片面を１枚として

計算する。 

２ カラーの複写は、対応機器が備わっている場合に適用する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


